東京都障害者就労支援協議会（第１回）
議事録
平成19年10月12日（金）午後１時30分
東京都庁第二本庁舎31階特別22会議室
午後１時30分開会
○松浦部長　大変お待たせいたしました。定刻になりましたので、ただいまから、第１回東京都障害者就労支援協議会を開催いたしたいと存じます。
　本日は大変お忙しい中、委員の皆様には本協議会にご出席いただきまして、まことにありがとうございます。
　また、このたびは本協議会の委員への就任をご快諾いただきましたことを、厚く御礼申し上げます。
　私は、福祉保健局障害者施策推進部長の松浦でございます。本日は座長が選任されるまでの間、進行役を務めさせていただきますので、どうぞよろしくお願いいたします。
　それから、本協議会につきましては、会議、議事録とも、原則公開とさせていただきたいと存じますので、よろしくお願い申し上げます。
　では、初めに、委員の方々のご紹介をさせていただきたいと存じます。
　お手元に、東京都障害者就労支援協議会（第１回）会議次第という資料がございますが、それの１ページに名簿がございます。ご参考までにご覧いただければと思います。
　それでは、名簿の順に従いまして、ご紹介申し上げます。
　埼玉県立大学の朝日委員でございます。
○朝日委員　朝日でございます。よろしくお願いいたします。
○松浦部長　障害者就労・生活支援センター、オープナーの天野委員でございます。
○天野委員　天野です。よろしくお願いいたします。
○松浦部長　学習院大学の今野委員でございます。
○今野委員　今野です。よろしくお願いします。
○松浦部長　株式会社ユニクロの植木委員でございます。
○植木委員　植木でございます。よろしくお願いいたします。
○松浦部長　株式会社福祉ベンチャーパートナーズの大塚委員でございます。
○大塚委員　大塚でございます。よろしくお願いいたします。
○松浦部長　東京都中小企業団体中央会の小林委員でございます。
○小林茂則委員　小林でございます。どうぞよろしくお願いいたします。
○松浦部長　都立永福学園養護学校の小林委員でございます。
○小林進委員　小林でございます。どうぞよろしくお願いいたします。
○松浦部長　東京商工会議所の田邉委員でございます。
○田邉委員　田邉でございます。よろしくお願いいたします。
○松浦部長　東京障害者職業センターの弘中委員でございます。
○弘中委員　弘中でございます。よろしくお願いいたします。
○松浦部長　東京労働局の職業安定部長の福島委員でございます。
○福島委員　福島でございます。よろしくお願いいたします。
○松浦部長　ヤマトホールディングス株式会社の三重堀委員でございます。
○三重堀委員　三重堀と申します。よろしくお願いいたします。
○松浦部長　横河電機株式会社の箕輪委員でございます。
○箕輪委員　箕輪と申します。よろしくお願いいたします。
○松浦部長　世田谷区知的障害者就労支援センター、すきっぷの宮武委員でございます。
○宮武委員　宮武です。よろしくお願いいたします。
○松浦部長　東京経営者協会の山鼻委員でございます。
○山鼻委員　山鼻です。どうぞよろしくお願いいたします。
○松浦部長　なお、恐れ入りますけれども、委嘱状につきましては、本日、席上配付させていただきましたので、ご確認のほど、よろしくお願いいたします。
　続きまして、幹事の紹介をしたいと存じます。名簿の順でございます。
　まず、産業労働局の松本雇用就業部長でございますけれども、本日、都議会決算特別委員会出席のため、遅れてまいりますので、ご了承いただきたいと思います。
　続きまして、財団法人東京しごと財団、塩見事務局長でございます。
○塩見事務局長　塩見でございます。よろしくお願いいたします。
○松浦部長　また、教育庁の荒屋特別支援教育推進担当部長につきましても、本日同じく都議会決算特別委員会出席のため、遅れてまいりますので、ご了承いただきたいと思います。
　そして、私、福祉保健局障害者施策推進部長の松浦でございます。
　また、事務局を紹介させていただきますが、産業労働局雇用就業部、尾田就業推進課長でございます。
○尾田就業推進課長　尾田でございます。よろしくお願いいたします。
○松浦部長　福祉保健局障害者施策推進部、高橋副参事でございます。
○高橋副参事　高橋でございます。よろしくお願いいたします。
○松浦部長　続きまして、お手元に配付してございます会議資料につきまして、事務局の高橋より確認させていただきます。
○高橋副参事　それでは、お手元に配付いたしました資料につきまして、確認いたします。
　お手元の分厚い資料でございますが、会議次第をめくっていただきますと、まず１枚目に、「株式会社ユニクロからのメッセージ」というペーパーを挟んでございます。
　もう１枚おめくりいただきますと、資料１から８までございます。
　１ページ目、資料１は、委員名簿でございます。
　３ページ目、資料２は、設置要綱でございます。
　９ページ目、資料３、「東京都障害者就労支援協議会について」というペーパーが挟んでございます。
　11ページ目、資料４につきましては、東京都の障害者就労施策についてご紹介しておりまして、資料４－１は福祉保健局、29ページ目から、資料４－２、産業労働局の施策紹介となってございます。37ページから、資料４－３、教育庁の支援策が書いてございます。
　43ページ目、資料５でございますが、東京労働局の発表資料がございます。
　67ページ目、資料６は、東京都の障害者雇用をめぐる状況。
　71ページ目、資料７は、障害者雇用促進のための、国の３つの研究会の報告書。
　そして、最後になりますが、85ページ目から、資料８、特例子会社一覧でございます。
　分厚い資料につきましては、資料１から８まで紹介しております。
　また、本日、この資料とは別に、「障害者雇用促進ハンドブック」と、ピンク色の冊子、「新たな職業教育の展開」、これは教育委員会の資料でございます。もう１部、「東京都立永福学園高等部就業技術科」、これも教育委員会の資料でございます。
　また、本日、持ち込み資料ということで、たくさん資料を持ってきていただきまして、ありがとうございました。
　確認したいと思いますが、まず、社会福祉法人多摩棕櫚亭協会の「棕櫚亭グループ」という小さなパンフレット、また、緑色の冊子「中小企業組合ガイドブック」、また、世田谷区立知的障害者就労支援センター、すきっぷの資料で、青いものと、Ａ４のペーパー２枚、また、東京経営者協会障害者雇用相談室の資料、Ａ４の紙１枚がございます。
　資料につきましては以上でございます。
　資料につきましては、事前に配付してございましたので、説明は省略させていただきたいと存じます。
　今回、本協議会の設置ということで、設置要綱、ないし、９ページの資料３、「東京都障害者就労支援協議会について」を用いまして、協議会の設置目的等につきまして、簡単にご説明させていただきたいと思います。
　まず、協議会の設置目的でございますが、各関係機関が連携を図り、障害者の企業での就労を促進するということでございます。
　基本的考え方でございますが、障害者が当たり前に働ける社会の実現を目指すということで、まず１番、社会全体の障害者雇用についての機運の醸成を図りたい、２番目には、企業の雇用機会の拡大等による障害者の就労の促進、３番目といたしまして、企業、福祉、労働、教育等のネットワークによる障害者就労の全面的な支援を応援していきたいということを柱に、協議会を運営していきたいというふうに考えてございます。
　また、協議会の下には事務局会議を設けてございます。事務局会議は関係行政機関で構成しておりまして、東京労働局のご参加を得て、都庁内関係５局の課長・係長級から成り、連携による新たな具体策の検討、各制度の再構築の検討を行ってまいります。メンバーにつきましては、資料１の裏面に名前を記載しております。
　また、本協議会の課題整理を行うとともに、最終的に協議会の一定の方向性を取りまとめるということで、起草委員会を設けたいと存じております。協議会並びに事務局会議のメンバーの中から数名で構成したいというふうに考えてございます。
　以上でございます。
○松浦部長　では、続きまして、座長及び副座長の選任に移らせていただきたいと存じます。
　資料の３ページ、資料２をごらんください。東京都障害者就労支援協議会設置要綱でございます。この要綱の第３条第３項に基づきまして、座長及び副座長を委員の互選により選任いたしたいと存じます。
　第３条第４項で、「座長は、会務を総理し、協議会を代表する。」とございます。また、同第５項で、「座長に事故があるときは、副座長がこの職務を代理する。」とございます。
　これに基づきまして、まず、座長を互選していただきたいと存じますけれども、いかがでしょうか。
○宮武委員　今野委員を推薦させていただきたいと思います。
　今野委員は、現在、厚生労働省の労働施策審議会の障害者雇用分科会の分科会長をなさっております。
　それと、先般、報告書が出されておりますけれども、障害者雇用促進法の改正に関して３つの委員会が設けられまして、その１つであります中小企業のあり方に関する研究会で座長をされておりまして、障害者の雇用問題につきましては大変高いご見識をお持ちの方ですので、ぜひ座長にと思っております。
○松浦部長　ありがとうございました。ただいま宮武委員から今野委員を推薦するというご発言がございましたけれども、委員の皆様方、いかがでしょうか。
（「異議なし」の声あり）
○松浦部長　どうもありがとうございました。それでは、今野委員に本協議会の座長をお願いしたいと存じます。
　では、今野委員、座長席にお移りください。
（今野委員、座長席着席）
○松浦部長　では、恐れ入りますけれども、ここで今野座長から一言いただきたいと存じます。
○今野座長　ご指名でございますので、司会役をさせていただきます。私の役割は司会だと思っています。ただ、１つだけお願いしたいことがございまして、このテーマもなかなか難しいテーマですので、何か新しいアイデアが出てくるとすごくいいというふうに私も思っていますので、各委員の方々はその道のプロの方たちがお集まりですので、どんどん意見を言っていただきたいと思います。
　この場の時間は限られていますので、早く言わないと言う場がなくなりますので、どんどん発言していただきたい。その結果、この場が非常に混乱いたしまして、収拾がつかなくなったら大成功だというふうに思っています。あとは起草委員会のメンバーの方に頑張っていただいて、きれいに整理していただければいいというふうに思っておりますので、ぜひともご協力をいただければと思います。
○松浦部長　どうもありがとうございました。
　それでは、これからの議事進行につきましては、今野座長にお願いしたいと存じます。よろしくお願いいたします。
○今野座長　それでは、まず副座長を選出するということになります。
　どなたかご推薦をいただけますでしょうか。
　ご推薦がない場合は、私のほうからお願いをしたいと思います。埼玉県立大学の朝日委員にぜひともやっていただきたいと思いますが、いかがでございましょうか。
（「異議なし」の声あり）
○今野座長　ありがとうございます。
　それでは、朝日委員にお願いをしたいと思います。
（朝日委員、副座長席着席）
○今野座長　それでは、朝日委員には、私が欠席するとか、そういうことがないように願っていますが、事故を起こすとか、あるいは会議を忘れたとかいうときには、私の代理をしていただきたいというふうに思います。
　それでは、簡単にご挨拶をお願いします。
○朝日副座長　ご指名をいただきまして、副座長を務めさせていただきます、埼玉県立大学の朝日でございます。どうぞよろしくお願いいたします。
　先ほど今野先生からもありましたように、ぜひ積極的に、タブーをなくして議論するのが一番よろしいかと思いますので、そのお手伝いをさせていただければと思います。どうぞよろしくお願いいたします。
○今野座長　ありがとうございました。
　それでは、議事に入る前に、開会に当たりまして、東京都福祉保健局の安藤局長からご挨拶をいただければと思います。よろしくお願いします。
○安藤局長　安藤でございます。今般は大変お忙しい中をこの協議会の委員のご就任をご快諾いただきまして、まことにありがとうございます。
　同時に、委員の先生方には、これまでも大変、都の行政にご協力、ご理解をいただいていることに対しましても、重ねて御礼を申し上げたいと思います。
　障害者雇用の問題について言いますと、たまたま私が挨拶をしておりますけれども、産業労働局も大変深くかかわりますし、その関係で、日ごろ、東京労働局さんをはじめ、労働関係の方々とは大変お付き合いを深くさせていただいておりますけれども、改めてこの協議会という形にいたしましたのも、障害者雇用促進法が改正され、あるいは障害者自立法の成立などを契機として、障害者の方の就労促進ということが大きなテーマになっているというふうに思っております。
　幸い、昨今、景気も回復状況にありますし、さらに国におかれても障害者の雇用問題が大きなテーマになっておりまして、新しい目標等の設定等も議論されているようでございます。そういう中で、ひとつこれを追い風として、改めて東京都全体の中で障害者雇用をさらに進めていきたいという趣旨で、この協議会を立ち上げさせていただいた次第であります。
　東京の状況について改めて申し上げることもないんですけれども、民間企業におきます障害者の実雇用率は1.５を割っているという状況であります。昨今は改善をしてきているということでありますが、それでも法定雇用率には達しておりませんし、全国平均よりも低い状況にあるわけでございます。
　こういう中で、これまでも各界におかれて、あるいは各団体等、企業等におかれても大変ご努力をいただいているわけですけれども、さらにこれを進めるために、東京都として長期構想というのを昨年つくりまして、その中で東京都の障害者雇用の目標を設定いたしました。３万人というふうな設定をいたしておりますけれども、この増加を目指して、１つの目標を立ててやっていこうということになったわけでございます。
　東京都から障害者や企業を一層支援していくという立場を明確にしたということと同時に、障害者雇用のムーブメントを起こしたいという趣旨で計画を策定し、まさにそのための議論をしていただくためにこの協議会ができたというふうに私どもも考えておりまして、ぜひとも先生方のお知恵をいただきたいと思っております。
　ただいま、座長、副座長から、ざっくばらんな会にしたいというようなことがございましたけれども、この仕事はなかなかそう簡単にはいかない要素がいろいろあるだろうというのは、私どもも行政をやってみてわかっておりますし、現場を見させていただいても、やはり難しい問題があるなというふうに思っていますが、ぜひ先生方のお知恵をおかりして、東京都のみではできないことでありますけれども、関係の皆さん方の力を合わせて、この問題に取り組んでいきたいと思っております。
　幸い、今回は、これまでのお付き合いということもありまして、経済団体や先駆的な取り組みをされております企業等の方々に一堂に会していただいておりますので、本協議会で関係する機関が一層連携を強化することによりまして、企業の方々や都民など、外部に向けてメッセージを発信していくことによりまして、先駆的な取り組みを拡充することができますし、特に東京の場合には中小企業のウエートが高いので、中小企業の分野でも雇用促進、あるいは精神障害者の就労等も支援できればと、こう考えているところであります。
　今般、法改正や制度の進展など、国の動きもにぎやかでありますけれども、そのあたりも視野に入れてご議論いただけば大変ありがたいと思っております。
　ただいま本協議会の座長をお引き受けいただきました今野座長並びに副座長をお引き受けいただきました朝日副座長を中心に、委員の皆様方のぜひとも活発なご議論をいただきまして、それを取りまとめて、東京全体に広げていきたい、こう思っておりますので、どうぞよろしくお願いいたします。
○今野座長　ありがとうございました。
　それでは、早速、議題に入りたいと思います。
　お手元に会議次第がございますので、それに沿って進めていきたいと思います。
　最初に、企業での雇用促進ということですが、きょうは自己紹介も兼ねて、日ごろこの問題についてどのような課題があるかということを考えていらっしゃると思いますので、そういうことも含めて、自己紹介を順番にやっていきたいと思います。よろしくお願いします。１人３分か４分ぐらいでお話をいただければと思います。
　それでは、天野委員から、よろしくお願いします。
○天野委員　多摩棕櫚亭協会の天野です。うちは精神障害者の就労支援ということで、国立と立川にある施設ですが、パンフレットにありますように、ピアスというのが今年４月から就労移行支援事業になっています。それから、その左側に書いてあるオープナーというのは、ピアスの就労支援トレーニングが終わった方を、オープナーで職場開拓して、定着支援をするというようなことを目指しまして、去年からやっております。
　施設の紹介をすると長くなってしまうのですが、うちはグループとして20年で、前半は作業所運動ということで、その後10年は就労支援ということでかなり動いています。
　精神障害者に力を入れて取り組んでおりますが、ここのところ、自立支援法の流れの中で、就労移行というのが随分話題になっていますが、一番感じているのは、精神障害者に対してはまだまだこれからということで、いきなり私が言ってしまうのもなんですが、自由にということでしたので、東京都の支援に関しては、精神障害者は非常に遅いというふうに思っています。
　この間、２回ぐらい会合があって、いろいろなお話があったときに、例えば心身障害者職能開発センターも精神障害者のトレーニングというのはないし、精神がいないまま身体知的だけで就労支援ということが進んでいるような、被害的な思いを若干持っていますが、多分これから進んでいくと思いますので、この協議会に対しても、例えば精神関係の、都内で言えば精神保健・医療課ですか、それから、多摩総合精神保健センターも協議会の委員にいらっしゃるのかなと思っていましたけれども、入っていないみたいですし、もしこれから３万人増やすとしたら、精神障害の方に特化していかないと、具体的に働ける障害者もなかなかいないと言われている状況なので、それにはいろいろな工夫をこれからみんなで考えていかなければいけないと思うんですが、精神障害の問題はとても大事だと思いますので、東京都におかれましては、ぜひ精神の問題を取り上げていただきたいし、都の意見交換会などで私が質問したときは、就労支援協議会で精神の問題はやりますというお答えをいただいておりますので、ぜひよろしくお願いしたいと思います。
○植木委員　株式会社ユニクロで総務を担当しております植木と申します。こういった場でお話をさせていただくのは初めてなので、後ほど少しお時間をいただきまして、会社の取り組み等々についても簡単にご説明させていただきたいと思います。
　我が社はカジュアル衣料を扱っておりまして、全国に今750ほどお店を出させていただいている関係で、今のところは私どもの特色をしっかりと障害者雇用に生かせているのかなという状況で、障害者雇用の促進というものを社内で進めております。
　まだまだ至らぬ点が多うございますので、そのあたりも含めてぜひ後ほどご紹介をさせていただけたらというふうに思いますので、よろしくお願いいたします。
○大塚委員　株式会社福祉ベンチャーパートナーズの大塚と申します。
　自己紹介はあまり得意ではないのですけれども、私どもの会社は、まさに今回の協議会のショルダーコピーと同じで、障害のある人が当たり前に働ける日本をつくりたいという、非常に壮大なコンセプトを掲げて事業をやっている会社でございます。マジでやっています。
　ルーツは、きょう、三重堀委員がおいでになっておられますけれども、ヤマトの小倉昌男さんとご縁をいただいたことでございます。それがきっかけになりまして、障害のある人の就労の問題について、私なりに非常に問題意識を持って、小倉さんのお手伝いをしている中で、もう少しきちんとやっていきたいということで会社をつくったのが2003年でございます。
　やっている仕事は３つあります。１つ目は、今風の言葉で言いますと、工賃倍増の取り組みということで、授産施設や就労継続支援事業所の業者さんたちの工賃を上げるコンサルティング、教育のお仕事です。
　２つ目は、自分で障害者の働く場をつくりたい人を世に出す仕事で、非常にチャレンジングなテーマなのですが、福祉企業というふうに名付けまして、主にコミュニティービジネスを立ち上げる人たちが対象になるのですが、企業のお手伝いをする中で障害のある人の雇用を地域でつくっていくというような取り組みの、人材育成事業をやっています。
　３つ目は、自分たちの会社でも障害者雇用を立ち上げたいということで、今年から精神障害の方を２名と、知的障害の方を２名、雇用しまして、たい焼き屋さんを始めたところでございます。地域の中の小さなお店なのですけれども、健常の人と障害のある人が混ざって働く。それも地域の中でというところで、新しいビジネスモデルを確立していきたいというような思いで事業展開をしています。
　今回の協議会のテーマ、それと目標について、我々がこれらの事業をやっていく中で、まさに問題意識を持っていたもの、そのものでございまして、私自身は小倉さんとご縁をいただくまで障害のある人が働くというということだとか、地域の中でいろいろな生活をしていらっしゃるということを全く知らなかったという状況があります。
　私自身、非常に不勉強だったと思うのですけれども、それがもしかすると一般の人たちの意識かもしれないなという中で、きっかけをいただいてこういうお仕事をさせていただくことになったのですが、今度は就労を何かの形で応援する立場の仕事をさせていただくと、非常にマイノリティであるというか、特殊な人たちの特殊な課題であったという中で、私たち自身の会社が非常に珍しがられるとか、逆に言うと、立派なことをやっておられますねということで、敬して遠ざけられるというような経験にも遭遇しました。
　そういう中で当たり前に働ける社会をつくろうとすると、全く無関心だった人たちに、何かの形で障害がある人が当たり前に働くというような社会基準はつくれないかというようなことを、もんもんと社内的にいろいろなことを試行錯誤していたところでございました。
　そういう中では、企業と障害のある人たちをもっともっと出会わせたいとか、雇用をもともとの目的にするとお互い非常に構えが出るのですけれども、そうじゃないところでもっと出会えないだろうかとか、全国の中ではすごく先駆的な取り組みもあるんだけれども、それがなかなか横展開していかないとか、その辺のところの情報の届き方ももっと整理すべきなのかなとか、大変僣越なんですけれども、障害のある人を見ると、教育と福祉と労働の情報がうまく通っていかないとか、その辺のところの問題解決を何かできないかなというようなことを思っていたところだってので、ここでは勉強をさせていただきながら、東京都並びに日本の障害のある人たちのお役に立てればという気持ちでおります。
　どうすればいいかというのは、皆さんのお知恵もいただきながら、一緒に考えていきたいといったようなことでございます。
　以上でございます。
○小林茂則委員　東京都中小企業団体中央会の小林でございます。今後ともどうぞよろしくお願いいたします。
　きょう、皆様方のお手元に、先ほどご案内のように、「中小企業組合ガイドブック」という資料を配付させていただきました。その12ページを見ていただいて、私ども経済団体として、各種組合制度という形で、都内2,000団体ほど支援をさせていただいているところでございます。
　中小企業の集まりということで、今までは経済的な支援を含めて、中小企業の経済的な自立、安定というようなことの部分で力を入れて、今後もしていくわけでございますけれども、障害者については本当にそこら辺の理解を含めて、なかなか難しい部分があるわけでございます。
　それで、ガイドブックの30ページ、それから34ページに、企業組合という組織がございまして、特に34ページですけれども、町田のワーカーズ・コレクティブ凡というような形で、農産物、食料品の製造をやっている家庭の主婦の方々がこういう組織をつくって、地域の農産物を使って、ブルーベリーのジャムを地域に供給しているというようなこともございまして、私ども、こういう協議会の場で、障害者の方が働ける場等、こういう組織を使いながらいけないかなというようなことで、組織の支援をしていければと思っております。皆さんお知恵をかりながら進んでまいりたいと思っているところでございますので、よろしくお願いいたします。
○小林進委員　都立永福学園の小林でございます。パンフレットを配っていただいておりますので、ごらんいただきたいと思いますが、本校は、東京都の特別支援教育推進計画第一次実施計画の一つの施策としてつくられた学校でございます。
　全国にも例のない学校でございまして、学校設置のビジョンが、生徒を社会貢献を達成できる人材として育成するということでございます。
　そして、そのコンセプトとなりますのが、生徒全員の企業就労の実現で、１学年100人でございますので、大変壮大なミッションで、無謀とも言えるミッションなんだろうと思いますけれども、そういった課題をあらかじめ設定されている学校ということでございます。
　第１段階の計画段階の戦略としまして、パンフレットを開いていただきますと、左の下のほうに職業教育のコースが設定されておりますが、これは都内の企業にアンケートを取って、これから必要な、学校でやってもらいたい職業教育はどんなものかということを踏まえてつくられたコースでございます。
　実施段階の戦略としましては、学校の中に雇用現場と同じような実習室をつくる。また、学校の中で雇用現場で通用する実習を行っていくということで、全くこれまで例のない戦略と言えるかと思います。
　具体的には、コーヒーショップでありますとか、食堂の厨房でありますとか、流通サービスの倉庫兼作業室といったものを設置しています。あるいは、間もなく工事が始まりますけれども、ホテルのツインルームと同じ部屋を用意するとか、和室を用意するとか、それから、デイケアサービスを実施できる部屋を設けて、その反対側にファミレスと同じような食堂と厨房を設置するとか、そういった状況の中で実習を行う。その実習も企業の専門家においでいただいて助言をいただきながら、教員の物まねでやるような実習ではない、そういった職業教育を展開し始めたところでございます。
　１学年100人でございますけれども、昨年、生徒の募集をいたしましたら３倍を超えておりまして、本年度も来年度の入学生に対する説明会を行ったところ、既に４倍近い希望が出されています。知的障害の軽い生徒の保護者の願いにかなった学校、要望に合った学校が設置されたんだということを改めて実感しているところでございます。
　パンフレットの最後に、もう一つの戦略、最後の戦略なのですけれども、１年生からインターンシップを年間３日間ぐらいのものを３回、100人全員がやる。２年生になったら２週間のものを２回、３年になりましたら３週間のものを２回以上実施するということで、３カ年そろいますと実習先は1,000社必要だというふうに考えておりまして、現在までに大体350社ぐらいの協力企業が入ってきていただいております。あと650社ということです。中心はやはり中小企業になります。東京都の企業の98％は中小企業でございますので、それをターゲットにして、今、職員ともども頑張っているところです。
　ここ数カ月で一番感じていることは、子どもたちを知らない企業がほとんどだということです。今の実施段階といいますか、今の私の戦略としては、とにかく企業の方に学校に来ていただいて、子どもを見ていただく。見ていただいた結果、ぜひ会社の仕事をやっていただきたいというのが、実は昨日、広告代理店の社長さんがお見えになって、10月から仕事を継続していただけると。それから、ダイレクトメールの関係の会社が来ていただいて、仕事をいただけるというような状況になっております。
　ちょっと長くなりました。よろしくお願いいたします。
○田邉委員　東京商工会議所の労働委員会幹事会委員をしております、ＳＭＫ株式会社人事企画部の田邉でございます。
　労働委員会幹事会と申しますのは、東京商工会議所労働委員会の下部組織でございまして、会員にかかわる労働問題全般の実務的検討でございますとか、政策提言を検討する集まりでございます。
　私自身はＳＭＫ株式会社という電子部品を製造している会社の人事企画部で次長をしておりまして、会社では労働問題を中心としまして、人事関係に20数年携わってきております。
　障害者の雇用の現状と課題ということでございましたけれども、商工会議所としまして、現状として会員企業での障害者の雇用が進んでいないというのは事実だと思っております。原因としましては、ハード面での対応が不十分であるとか、既存の従業員の理解が不足しているという面もございますけれども、小規模事業所においては経営が厳しくて、採用する余裕がないというような問題もございます。
　また、大企業では逆に採用ルート、新卒採用のような学校からの紹介ルートですとか、ハローワークからの紹介、そういうようなルートが不足している。それから、障害者の情報自体も不足しているというような問題もございます。
　また、採用しても本人の生活上の問題ですとか、勤労意欲というような、本人に起因する問題で残念ながら離職するケースも多いというふうに、アンケートの調査結果も出ているような状態でございます。
　今回、東京都のほうで、10年間で３万人、雇用を増加するという数値目標を掲げておりますけれども、それを実現させるためには、一律に法定雇用率の雇用を中小企業や零細企業に求めるだけでは、なかなか実際には雇用数は拡大していかないのではないかというように懸念しておりまして、むしろ雇用が可能なところ、業種ですとか、企業規模ですとか、職種、そういうものに広く雇用の拡大を図っていくような施策が必要になってくるのではないかと思っております。
　また、障害者自身の市場価値といいますか、競争力を高めるためにも、ニーズに合った、今まで以上に専門的な職業能力の開発とか訓練、そういうものに取り組む必要があるというふうにも感じております。
　また、求職者の情報につきましても、スキルですとか、勤務可能条件、そういうものもきめ細かい情報発信がなされるべきではないかと思っております。
　そのような情報発信も、ハローワークをはじめ、学校、職業訓練施設から行っていただければ、企業のほうも採用が進むのではないかと思っておりますので、そこら辺についても検討させていただければと思います。
　東京商工会議所としましては、産業政策部を窓口といたしまして、会員に対する啓蒙活動等を積極的に行っていくというような形で協力できるものと考えております。また、私自身もできるだけ協力したいと思っておりますので、今後ともよろしくお願いいたします。
○弘中委員　高齢・障害者雇用支援機構東京障害者職業センターの弘中でございます。
　日ごろから私ども職業センターの業務の運営につきましては、皆様の多大なご理解とご協力をいただきまして、ありがとうございます。この場をおかりしましてお礼を申し上げ
ます。
　また、区市町村にございます障害者就労支援センターの皆様方とは、ケースを通じた
日常的な連携から、連絡会議等いろいろな連携をさせていただいておりまして、本当にありがたく思っております。
　また、まだまだ全体的なネットワークというわけにはいきませんけれども、精神保健
関係の精神病院あるいはクリニック、デイケア、保健所等の皆様方との連携も少しずつでき上がってきているなという実感も持っているところでございます。
　ただ、先ほど天野委員もおっしゃいましたように、まだまだこれからだということで、我々ももっともっと努力していかなければいけないと思っています。
　さて、私ども職業センターは各都道府県にございまして、まず障害者の皆様方へのご支援と、それから、事業主の方々に対するご支援、それと、関係者あるいは関係機関の皆様方へのご支援という、３つの方向性をバランスよくご支援していくという立場で
業務を行っております。
　最近は就職等の困難性の高い障害者の方々のご支援がふえてきておりまして、精神障害の方々、あるいは発達障害、高次脳機能障害の方々へのご支援を私どもの業務の大きな部分としてやっていくのかなと思っております。
　最近、ジョブコーチを活用して、かなり実績を上げておりますけれども、その数はまだ150とか200といったレベルでございますので、それを今後どういうふうに展開していくかというのが大きな課題になってくるだろうと思います。
　ジョブコーチの支援対象者を見てみますと、昨年、精神障害の方と手帳をお持ちでない方の区分として、その他の障害者の方と呼んでいますが、それを合わせた数の割合が18年度は20％でございましたけれども、19年度の上半期を見ますとそれが36％になっております。そのように具体的に困難性の高い障害者への支援に移行してきていると日々感じております。
　いずれにしましても、地域の区市町村の就労支援センターの皆様方、あるいは就労移行支援事業者の皆様方との役割分担を明確にして、私どもの役割をこれから果たしていかなければいけないと思っています。
　この辺につきましては、先ほどご紹介がございました厚生労働省の福祉、教育等の連携研究会の報告書でも触れていただいておりますけれども、今後はそういった形で役割を担っていきたいと思っております。今後ともよろしくお願いいたします。
○福島委員　東京労働局の福島と申します。どうぞよろしくお願いいたします。
　東京労働局という機関は、平成12年４月にできた機関でございまして、厚生労働省の地方支部の部局になっておりまして、全国にそれぞれ１カ所、労働局がある。それまではどこにいたんだという話になりますけれども、実は都庁におりまして、私もこの庁舎の31階の職業安定部に長く在籍をさせていただきまして、久方ぶりに都庁に来て懐かしいなというふうに思っています。
　労働局というのは国の機関でございますので、障害者雇用対策につきましては、厚生労働省等の指示を受けて、具体的には、東京都内に17のハローワークがありますので、主にハローワークの指導を担っているというふうな役割でございます。
　国の障害者雇用対策の基幹は、もうご存じだと思いますけれども、2002年12月に閣議決定されている障害者基本計画がございまして、そこに２つの大きな柱があって、障害者の就労については、自立、あるいは社会参加に向けた重要な柱として位置付けをしているというのが１つでございます。
　それから、障害者ご自身が能力を最大限に発揮していただいて、適性に応じて働くことができる社会を目指す。いわば共生の社会というところが２つ目の柱になっております。
　こういうものを受けて、私ども東京労働局としましては、５つの柱で、現在、障害者雇用対策に取り組んでいるところでございます。
　１つは、先ほどどなたかのご発言がありましたように、現在の法律に基づいて法定雇用率をしっかり守っていただく指導をやりましょうと。民間企業は1.８％という法定雇用率ですけれども、いつから1.８％になったのかというと、平成10年からでございますので、既に９年目に入っております。
　先ほど今野先生も朝日先生もその話をされたと思いますけれども、国においては３つの研究会でいろいろ研究しながら、障害者雇用促進法の改正も念頭においた議論が今されていると聞いております。恐らくその中で法定雇用率の見直しというような議論も出ているのではないかと思っております。
　今、東京は、昨年６月１日現在で、民間企業における平均雇用率は1.44％でございます。まだまだ不十分で、1.８％にはほど遠い。1.８％が創設された平成10年は1.28％でございました。そこから見るとかなり改善していると私は思っているんですが、まだまだ実は大企業の法定雇用率の改善に相当依存しているというのが現状でございます。私どもは、こういった状況を踏まえて、いかに中小企業等に対してしっかり障害者雇用を進められるかというのが大きな課題になっているというふうに思います。
　もう一つの柱は、障害者の方に対する職業紹介機能をしっかり充実させて、きちんと再就職を決めていくという、これも大きな柱でございます。都内17ハローワークは、障害者の職業紹介を専門にやる専門援助部門というものを特別に設けて、実施をしているところでございまして、昨年１年間で都内のハローワークを通して4,400人強の方が再就職を決定した。この4,400人というのは、過去に例を見ないほど、非常に高い数字になりました。
　これは我々の職業紹介機能が充実強化したということでは決してなくて、障害をお持ちの方が極めて高い社会参加の意欲を示しておられると同時に、精神障害者の方が非常に多くハローワークに足を運んでいただいているというのも、一つの大きな要因だろうというふうに思っております。
　それから、３つ目の柱といたしましては、まさにきょう、協議会がスタートしたわけですけれども、雇用、福祉、教育の一層の連携強化というところを３つ目の課題として、これからもさらに取り組んでいきたい。もちろんハローワークは個々にネットワークを持っておりますけれども、全体を包括するネットワークづくりに対してのご意見もいろいろお伺いできる機会を与えていただくことは、非常にいい機会ではないかというふうに思っております。
　それから、４つ目の柱として、未達成の官公庁に対する雇用率の達成指導も大きなテーマになっております。昨年は国会でも大論戦を巻き起こしました。民間企業だけではなくて、国及び地方公共団体、あるいは教育委員会、あるいは特殊法人、特別法人等はどんなものなのかということを明らかにしろというようなことで、大きな流れになりましたし、私どもはそれを受けて、民間企業よりもはるかに高いハードルをお願いをしている公共機関等でございますので、それはしっかりやっていただくということを、４番目の柱にして取り組んでおります。
　もう一つは、知的障害者、精神障害者を民間企業にお願いするだけではなくて、公共機関みずからが知的障害者、精神障害者等の採用に向けた取り組み、これは言葉としてはかなり軽い言葉になっておりますけれども、チャレンジ雇用というテーマで今進めております。
　こういう５つの課題にしっかり取り組むことによって、東京の雇用改善に向けた一つのステップになるだろうと。確実に改善に向けていきたいというようなことを、ハローワークを挙げて取り組んでおりますので、ぜひともよろしくお願いをしたいと思います。
○三重堀委員　ヤマトホールディングスの三重堀と申します。自己紹介ということですが、自分のことの紹介と、それから会社の紹介と、両面で簡単にお話をさせていただければと思います。
　まず、私事ですが、日常はヤマトホールディングスという会社の中で、人事戦略担当ということをやっております。ホールディングスという会社は、ヤマトグループの中の持ち株会社として、まさにヒト・モノ・カネの振り分けによって、会社の中のコントロールをしていこうという組織でございますので、その中で人事担当ということは、グループ内のベンチャーキャピタルみたいなもので、各事業所に人を配分して、事業を進めていこうと。そんな役割のコントロールをしております。
　そんな役割上、グループ内にあるヤマト福祉財団、あるいは障害者雇用のパイロット事業などに取り組んでおります株式会社スワン、そういったところとも、体制面、あるいは事業自体ということで、日常から窓口になっておりますので、そういった面で企業グループ内では障害者雇用には従来から携わってきたのかなと、そんなふうに考えております。
　もう一つの、会社としての取り組みですが、また改めてご紹介する機会もあろうかと思うんですが、最近やっていることを１つだけご紹介したいと思います。
　従来は、ヤマトグループといいますと、宅急便の仕分け、あるいはロジスティックスなどの軽梱包ということで、知的障害者の方の雇用が非常に多くなっておりました。参考までに昨年の数字を申し上げますと、障害者の雇用は大体1,200名ぐらいでございます。その中で知的障害の方が470名ということで、非常にその辺が特徴になって、会社の中でもいろいろ経験を積んできたということだったんですが、この1,200名の中に精神障害者の方はどのぐらいいるのかということなのですが、先月のデータでは約50名の登録です。我々はこれがすべてだとは思ってございませんで、みずから申告されない方ですとか、そういった方も多うございますので、この辺を何とか職域の拡大、あるいは雇用数の増加ということで取り組んでいきたい。そんなふうに考えておりました。
　最近それに関して１つ取り組みをしているのは、地域の配達員です。クロネコメール便という、宅急便ではなくて、郵便みたいにポストに投函していく商品があるのですが、そちらの配達の委託を、従来はクロネコメイトということで、１冊20円だとか、そんな契約で地域の主婦の方を中心にネットワーク化していたのですが、この仕事は障害者の方はもしかして得意なんじゃないかという意見がありまして、試していったところ、非常に多くの方にご協力をいただいています。
　ちなみに、最近では、施設あるいは作業所さんのほうで、全国で219カ所の作業所と契約をして、800人以上の障害者の方が従事されています。この800人の中に特徴的なのは、500名が精神障害の方なのです。この辺、もしかすると新しい取り組みになっていくのではないかと、そんなふうに考えています。まだスタートしたばかりですが、この辺の研究も含めてやっていきたいと考えています。
　１つ問題があるとしたら、この500名はいわゆる委託契約なので、雇用率には全く入らないのです。そんなこともありますけれども、一緒に働いていこうというのが趣旨でございますので、積極的に進めていこうと、そんなふうに考えております。
　この協議会に対しては積極的に参加していこうという反面、皆さん、その道のプロフェッショナルの方なので、いろいろご意見を聞きながら、会社の中の取り組みにも反映できたらいいなと、そんなふうに考えております。よろしくお願いいたします。
○箕輪委員　横河電機の箕輪と申します。改めましてよろしくお願いします。
　私どもの会社は武蔵野市にありますメーカーです。社員数は約6,500名で、グループ全体では約１万9,000名の会社です。障害者の雇用については、横河電機単独の雇用の状況は、07年6月1日現在、身体障害者手帳を会社に申請している社員が74名、うち重度が52名で、雇用率は1.94です。93年からは法定雇用率をずっと単独でクリアしている会社です。99年に設立し、特例子会社に認定された横河ファウンドリーを含めて、現在は10社でグループ算定をしています。グループ10社の障害者の数は149名、そのうち重度の人は84名で、雇用率は2.14％です。さまざまな障害を持っている社員が、それぞれの適正に応じてあらゆる職域で活躍しています。
　たとえば、「知的障害の方には単純繰り返し作業に適正がある」というマニュアルを見たことがありますが、障害の種類によって仕事の適正が決まるものではなく、あくまでも個人の適正や希望によって配属先が決まります。さらなる職域拡大のためにも、さまざまな分野の方と情報を共有したいと思っています。
　社外での取り組みとしては、これまでに東京都福祉施策協議会や、文部科学省の中央教育審議会など、いろいろな会議に参加させていただいております。また、06年４月から今年の７月まで１年４カ月間、厚生労働省障害福祉課で就労支援専門官に就任し、全国の福祉施設や特別支援学校を訪問させていただきましたが、他の地域と比べると東京の取り組みはかなり進んでいるということを改めて感じました。
　もちろん東京の取り組みにも、まだいろいろな課題はありますけれども、もっともっと東京の取り組みを他の地域にお伝えする機会があると良いのではないでしょうか。
　さまざまな取り組みの中で、教育と労働とはだいぶ連携がとれてきたのではないかと思います。小林進先生の永福学園の設立や、本日配付のピンク色の資料「新たな職業教育の展開」の製作にあたっては、数多くの企業と連携しています。その他にも卒業生を受け入れる立場の企業が、いろいろな要望を学校に聞いていただく機会が増えているのですけれども、それにくらべて福祉の方とはまだまだつながりが弱いのかなと思っています。
　この会議には、私と同じように一企業の立場の方もいらっしゃいますけれども、中小企業団体中央会の方、東京商工会議所の方、それから、経営者協会の方もいらっしゃいます。皆さんとアイディアを出し合いながらすすめたいことがあります。都内の福祉施設には、職員などの限られた方の判断によって「地域では働けない」と言われている人がたくさんいますので、雇い入れを前提とするのではなく、施設の中に埋もれている方たちの人材発掘のような仕組みを、この会で具体的につくれたらいいなと思っています。
　特別支援学校などはすごく頑張っていただいていて、小林進先生のところのように、100％就職という目標を掲げて努力している学校も多いと思うのですけれども、昨年の全国の就職者数約４万4,000件のうち、４月の採用は12％で、80%以上は５月から３月までの間で採用しています。そういう意味では、卒業時に就職の準備ができたとしても、募集がでていないために、一時的には就労支援事業のサービスを受けながら、企業の募集のタイミングを待って就職する方もかなり出てくると思われます。就労支援事業が提供するサービスもあわせて底上げをしていかないと、企業のニーズとギャップが縮まらないと思います。ぜひ、そのあたりを強化するような、何か東京都の新しい取り組みができたらいいなと思って参加させていただいています。よろしくお願いいたします。
○朝日委員　改めまして、朝日でございます。よろしくお願いいたします。
　ずっとすばらしい実践が続いている後に、急に大学の教員ということでトーンダウンしてしまうのは申しわけない限りですが、私もかつて弘中委員と同じ障害者職業カウンセラーとして現場で働いていたことがございます。
　現在は大学で社会福祉学科というところに所属していますので、障害者福祉全般と、その中で就労支援、あるいは職業リハビリテーションという分野で専門科目を持たせていただいております。
　そんな観点から、たぶん一番客観的な立場に立てる、そういう役割を担わせていただけるのかなと思っているのですが、そういう中で、冒頭、ご挨拶にありました、障害のある方の就労をめぐっての追い風ということでございますが、私としては、ぜひこの追い風を感じながら、新しい方向に吹かせていきたいなと。そのために教育研究を進めていきたいというふうに考えて、日々、実践をしているわけであります。
　とかく障害のある方の就労となると、働かせたいというような論理ではなくて、本来、障害のある方が当たり前のこととして働きたいということを支援することが非常に大事ではないかということを考えております。
　ただ、そのためには、箕輪委員のお話にもありましたけれども、きちんとした情報提供がされているかどうか、体験が積めるような機会が本当に準備されているかどうか、そういうことなしに働かせたいという論理だけでこの問題に風を吹かせていくと、質の面でも、障害のある方の本当の意味での自立につながらないのではないかというふうに考えています。
　その上で、今、私の教育研究の立場ということになると、一言で言うと、労働の分野と、それから福祉、教育、場合によっては保健医療も含めて、それをつなぐような仕組みを構築するのが私の役割かなというふうに思っています。
　とかく、一般雇用か、あるいは福祉的就労とか、あるいは福祉施設への就労かというような形で、二者択一的にとらえられがちな障害のある方の就労の問題は、実は非常につながり合っているものであり、また、障害のある方を中心に据えて、障害のある方自身を応援をするし、支援者も応援するし、もちろん受けとめていただく企業も応援する、こういったような仕組みを構築していくことが、システム的にも実践的にも求められているのかなと思っています。
　特に東京都さんの取り組みの中で、私も箕輪さんと同じように障害者施策推進協議会の専門部会でお手伝いをさせていただきましたけれども、市区町村の就労支援の仕組みと、それから、国、都レベルでの就労支援の重層的な仕組みをどうやってきちんとつくっていくか。たぶんこれからは地域の中で長期にわたって働きたいということを支えていくような、マネージメントの仕組みが構築されることが最も望ましい方向ではないかというふうに考えておりますので、この協議会での議論を通じて私も学ばせていただきたいと思っております。どうぞよろしくお願いいたします。
○今野座長　それでは、私も改めて自己紹介をさせていただきます。
　学習院大学の今野といいます。私は人事管理が専門なものですから、もっぱら経営学ですので、会社がいかにもうかるかということをいつも人の面から考えるという分野をやっています。したがいまして、会社は人をどう雇って、その人をどう活用して、いかに払うかということの仕掛けをどうやってつくっていくかということを専門にしていますので、私の役割ですが、司会はしますが、プラス、そちらの方面からの貢献もできればいいかなと思っていますし、たぶんそういうのが染みついていますから、そういうところからの発言が多いと思いますが、それはそういうことかということでご理解をいただければと思います。よろしくお願いいたします。
○宮武委員　私は、しおりと資料を用意させていただきました。しおりのほうを見ていただきますと、すきっぷは知的障害者の通所授産施設で、特徴的なのは２年間という期限があるんです。それにプラス、就労支援機能をあわせ持っている。そういうところが特徴でございまして、今般、障害者自立支援法で就労支援事業という新しいメニューができましたけれども、それの参考にもしていただいているという話を伺っています。
　クリーニングと印刷をやっていまして、印刷のほうはオフセット印刷機が回っているような状態です。ですから、営業系と事務系の職業訓練というような、そういう形のところです。
　資料のほうを見ていただきますと、どういう方が入ってくるかということの状況ですが、実は新卒が４割なのです。そのうち養護学校と書いてあるのは特別支援学校、それから、普通高校その他で、障害児教育を受けないという方もふえていますので、ダウン症の方も自閉症の方も普通高校から入ってくるということもあります。それが４割ということです。それから、離職が33％、在宅が14％、合わせて47％ですから、新卒者と離職者を受け入れている。在宅者はニートと言われる方たち、離職者はＬＤ（学習障害）だとか、発達障害の方が就職して、不適応で失敗して入ってくる。そういう知的障害の方のニーズがここに一つあるのではないか。
　作業所は10％で少ないのです。すきっぷができたときには、福祉的就労からステップアップして、すきっぷを経由して就職というのが区のほうの考えでもあったのですが、作業所は一たん入ると出てこない。そういう現実があります。それが就職率がまだ改善されていない部分の課題だと思います。
　それから、２年間で、１年間だけ延長できますけれども、どのぐらいの在所期間で皆さん就職するかというと、ピークは16カ月から18カ月なのです。これが一番多い。36カ月、３年という方もいます。養護学校の方というのは大体中度の方です。自閉症の方で、パニックが起きて自傷行為があったりとか、この方たちは３年、訓練が必要なのです。
　左のほうは発達障害の方たちです。就労経験があって、対人関係だとかコミュニケーションの問題が就職の課題になっています。
　次のページをごらんください。実はすきっぷが注目されたのは、就職率が93％というような高率であるということが一つあるのですが、今まで延べ202名就職して、東京でどんな仕事をしているのかということですが、一番多いのは事務系職種です。それと清掃です。これが一つ大きな特徴です。清掃が多いというのは、大手企業が障害者を雇用するときに、自社ビルの清掃というのが一番手っ取り早いんですね。そういう形で清掃部門が多い。事務は大手企業の人事とか総務関係で多くなっています。
　最近は事務と清掃の区別ができなくなってきたというのもあります。建設会社の大手で、朝、ちょっと清掃をして、パソコンで入力をしてとか、そういう事務雑務的な、庶務的な仕事も随分多くなっています。
　あとは店舗関係で、厨房とかレストラン、スターバックスさんとか、今、ユニクロの方がいらしていますけれども、おかげさまで世田谷区でユニクロ出店と同時に順次お願いしてきました。今５店舗ぐらいお世話になっていまして、後でご挨拶をしようと思っています。
　それから、倉庫・流通とかで、製造業はほとんどありません。
　下に仕事分布図がありますが、これは東京の方がどういう仕事をしているのかということです。都心は大手企業、官公庁がありまして、事務系が中心です。その周りに駅を中心に商店街があって、店舗・厨房、バックヤード、レストランとかピザ店とか、住宅街に入りますと、郵便局、ハローワーク、大学とか、郵便局にも就職していますし、ハローワークにも就職させていただいています。スーパーがあって、病院があって、ユニクロさんもありますが、老人ホーム、保育園、それから、東京は臨海部がありますので、ヤマトさんとか、佐川急便さんとか、そういうところまで就職先が広がっています。ですから多種多様な職域に働きに出ている。
　１時間、通勤圏がありますと、大体、都内全域に働きに出かけることができます。それで、都心の中心は、皆さん、ご存じの国会があるわけです。６月から衆議院の人事課に知的障害の青年が１名就職させていただいています。ついに中央突破をしたなという気持ちでおります。
　駅周辺が多くて、特に渋谷駅周辺が多いのですが、新宿駅周辺も随分働きに来ております。小田急ハルクの中の美容院とか、南口のキヨスクとか、徐々に都庁に近付いてきているなと、そういう包囲網ができてきているなという状況でございます。
　最後に、私は地域で働くことだと思うのです。大事な社会資源として作業所も必要です。ただ、作業所しかないということは、ノーマライゼーションに反するわけです。
　すきっぷの近くの小学校から社会科見学で小学生の皆さんが来まして、見学されて、質問の時間のときに、私はいなかったのですが、職員に、障害者の人は何を食べているんですかという質問があったそうなのです。障害者の人って何を食べているんだろうという、非常に素朴な質問なのですが、それぐらい障害者についての意識はないわけです。今、地域の中でというコンセプトでいろいろな施策が進んでいますけれども、やはり出会う場をたくさんつくるということですね。郵便局やスーパーに行けば知識障害の人が働いている。そういう働いている知的障害者の元気な姿がまず必要だと思います。そういう意味で地域の中でいかに暮らしと働く場をつくっていくかというのが課題だと思っております。
　そういう意味で東京都がハイレベルの協会をつくっていただいたということで、大いに期待して、私もがんがん発言したいと思います。よろしくお願いいたします。
○山鼻委員　東京経営者協会の山鼻と申します。どうぞよろしくお願いいたします。
　東京経営者協会を簡単に説明させていただきますと、旧日経連の流れをくんでおりまして、旧日経連と経団連が統合したときに、各都道府県にありました経営者協会、それまでは日経連が東京都に関しては共同事務局ということでやっておりましたのを、経営者協会を東京経営者協会という形で独立してやってまいりましたのが、東京経営者協会でございます。職員はほとんど旧日経連の者がそのまま転籍という形で今まで活動しております。
　旧日経連ということで、人事・労務を専管にしていたということで、障害者雇用のほうにも取り組んでおりまして、お手元の紙のほうに書いておりますけれども、障害者雇用相談室というものを開設しておりまして、これに関しましては会員企業外の方も、障害者雇用は非常に大切だという東京経営者協会の取り組みで、どなたのご相談も受けるというふうな形になっております。
　会員企業の中には大手さんで特例子会社をつくって、どんどん障害者雇用を促進しているところもありますが、中小などではいろいろな面で難しい、また、障害者雇用など考えてもみなかったというようなところもあるのですけれども、相談室を開設して思うのは、労働局さんにおしりをたたかれつつも、このごろかなり相談がふえておりまして、皆さん、雇おうと思っているのだけれども、どうしたらいいかわからないというようなことで、いろいろな企業さんのお力をかりまして、東京経営者協会が仲介をとっての先駆的な事例などを紹介しております。
　また、昨年度から高齢・障害機構さんのほうから、精神障害者の職域拡大ということで、事業を受託しておりまして、ここにおいでの天野さんや労働局の方にご協力をいただきまして、特例子会社におけるものですが、これをどのようしたら広めていけるかということを調査、研究しております。
　今、拝見しておりまして、非常に先駆的な企業さんもいろいろいらっしゃると思いますが、私どもの会員企業の中で障害者雇用は大切だということで、セミナー等も開催しておりますので、その節にはいろいろご協力を賜りたいと思っております。どうぞよろしくお願いいたします。
○今野座長　ありがとうございました。
　これで順番にお話しいただくのは最後ですので、後の議論は乱打戦でいきたいと思っています。議論の素材と言っては失礼なのですが、一つの材料を出していただくということで、植木委員からユニクロの状況についてお話をいただいて、それを材料にして、その後、議論をさせていただくことにしたいと思います。よろしくお願いします。
○植木委員　皆様のお話、大変勉強になるお話ばかりで、私どもの取り組みをこれから簡単にご説明させていただくわけですけれども、少しでもお役に立てればというふうに思っております。
　きょうは、高橋様のほうから、私どもの全店舗を対象に、障害をお持ちの方に一緒に働いていただくという取り組みについてということでしたので、そこについてお話をさせていただきます。
　レジメに簡単にどんなお話をするかというのを書いてあるんですが、お話をする前に、私どもは企業といたしましては、広島にユニクロの１号店を23年前に出しまして、まだ23年の若い会社でございます。そんな中で本当に障害者雇用を推進しよう、強化しようというと取り組みを始めたのは、約６年前ぐらいの話でございます。それまでは、今、世の中の多くの企業様が抱えられているように、気持ちはあるのだけれども、なかなか障害者雇用の推進ができない。いわゆる世の中で言う雇用率を上げていくにはどうしたらいいのか、やり方もよくわからないというのが実態でございました。
　そんな中で、ユニクロというお店を皆様に知っていただけるようになったのは約10年ぐらい前でございます。フリースという商品がありまして、これが実は東京で非常にはやりまして、全国のお客様が振り向いたらユニクロが近くにあったということで、当時、ユニクロブームみたいなものが巻き起こったときに、先ほどのお話にもありましたけれども、企業というのはやはり利益を上げてこそ存在価値がある、意義がある。私どもは企業でございますので、それを前提に仕事をしてきたわけですけれども、いざ、もうかってみたときに、もう一つ振り返ってみたら、我々がこうやって商売をさせていただくのは、私どもは社会の中で生かされているというようなこと、我々も社会的な存在として何かしなければいけないというようなことに経営者が気付いたというところから始まったわけでございます。
　私どもの経営者は柳井正で、彼が創業者であり、今も最前線で我々を引っ張っておりますけれども、彼がそのことに気付いて、そのときに初めに出たことは、できることをやろうと。無理をするなということでありまして、我々ができることを少しずつでもいいからやっていこうというふうに考えたときに、会社の中をいろいろ見回してみますと、障害者雇用の推進が、本来はやるべき課題の一つにあったわけですけれども、進んでいないというところで、なぜ進まないのか、なぜできないのか、なぜやり方がわからないのかという、実は非常に簡単なことだったんですけれども、そのことに気付きまして、大号令が出ました。
　その大号令が、レジメに書かせていただいたように、全店舗に必ず１名ずつは障害をお持ちの方も一緒に働いていただこうと。これは考えてみますと、先ほど宮武様がお話をされていましたけれども、地域の中で我々のお店が生かされる存在になるために、地域の方々を雇用する。これは通常のスタッフも障害をお持ちの方も全く同じじゃないかというところに立ち返ったということでございます。
　その時点で何をやったかと申しますと、全店舗で最低１名ずつは採用しようと。店長、明日から全員、ハローワークに行ってこいと。これが経営者からの一言でございました。とはいっても、店長は何をどうやっていいか全くわからない。当時の店長の平均年齢は25歳でございました。大学を卒業して１年、遅くとも２年以内にはほぼ全員、店長になって、それでお店がふえていた時代でございます。
　まず店長はハローワークへ行って、会社のほうから障害者雇用を推進するということで、どうやったら雇用をさせていただけるんですかということをそれぞれが聞きに行った。もちろん我々事務方も説明はしましたけれども、そのときに、これも柳井が言った言葉ですけれども、会社がやるのではない、まず経営者がやることを決めて、それ以上に大切なのは、店舗の経営者である店長が、地域にお住まいで障害をお持ちの方を採用しようというふうに本当に思わない限り、我々がやろうとしている障害者雇用というのは推進できない。一人一人の店長にすべてかかっているんだという強いメッセージを出しました。もちろん会社からのある意味の命令だったわけですけれども、店長にしてみれば自分自身の意識をどこまで変えられるか、これはある意味、当時で言えば勇気を持ってという言葉になると思いますけれども、できるかどうかというところが、まず始まりだったわけです。
　やってみますと、実は雇用率はあっという間に改善できました。結果論としては半年間ですぐ、日本でもトップレベルの雇用率になったということでございますけれども、もちろん最初からうまくいったわけではございませんで、事務方も一生懸命パンフレットをつくって全店に配って、店長の研修の中で障害者の方へのかかわり方ということも説明してまいりましたけれども、店長自身が業務遂行援助者という役割をしっかり果たせるかどうか、本部側も全く自信のない中で、ただ、これも結果論なのですけれども、働いていただいてみると、我々が本来ビジネスの中で非常に大切にしている、これはよく店舗に行くと言うんですが、「気配り、目配り、心配り」という言葉がございまして、この言葉がまさに障害をお持ちの方とともに働くときのキーワードになってまいりました。実はこれは障害をお持ちだから、お持ちでないからということではなくて、一番はお客様に対してどうあるべきか、一緒に働く同僚、スタッフに対してどうあるべきか、それが結果的に障害をお持ちの方にも同じように通じていった。
　店長は業務遂行を援助するというところで、たぶんまだまだ若い、世の中で言うと24歳、25歳というのは、私もその時代は違う会社にいて、たぶんコピーを取っているのが関の山の状態でしたけれども、そういう人間に環境を与えたときに、今までは上司から気配りしろ、目配りしろ、お客様に対して心配りができてないぞというようなことを言われてもよくわからなかったのだけれども、障害をお持ちの方に一緒に働いていただくようになって、その方に対してお仕事を説明して、一緒にやって、日々の行動の中でその人がうまくお仕事ができるように、これは店長だけではなくて、スタッフも含めて、みんなで気を配り、心を配り、目を配っていったということで、初めて会社が言っているお客様への配慮みたいなものが少しずつ理解できてきたということが、障害者雇用をし始めてわかったことでございます。
　２番目に書いてありますが、「障害者」「健常者」という言葉は、私どもの会社の中では全く使いません。全く同じスタッフとして、もちろん障害をお持ちだということはみんな理解はしておりますが、障害をお持ちだからといって特別扱いしたりということはございません。もちろんできることを特定しながら、障害をお持ちでない方も障害を持っている方も人間ですから、結局、強みと弱みを両方持っているわけです。
　私は服をたたむのが上手かというと、全く下手くそです。私は昔、ユニクロでアルバイトをしていて、それが縁で７年前に入社したのですけれども、10何年、この会社に携わっていても、店舗にいくらいても、服のたたみ方は上手になりません。でも、障害をお持ちだとしても、すごくそういうことに長けている。もしくは数字を計算させたらすごく頭の回転が速い。人間の強みとか弱みというものをみんなでカバーし合いながら、店舗は平均35名ぐらいの組織ですので、チームワークで経営していくというようなところの中のお一人として、「障害者」という呼び方は社内では基本的に使わないように、できるだけ「障害をお持ちの方」ということでお話をさせていただいていますけれども、チームの一員としていかにその方を受け入れて、ほかのスタッフと同様にしっかりとお仕事ができる。特別扱いをしないということを前提としてご勤務をいただいております。
　もう一つ、ここには書いてないんですけれども、障害者雇用を推進して一番よかったことは、さっきの配慮という面は当然あったのですけれども、未熟な店長に、23歳、24歳で年商５億ぐらいの店を任せるとなると、経営者としてはかなり軍隊的な教育をいたします。今、全店で750ぐらいあるのですけれども、同じようにお客様にサービスをしようと思ったときには、まず徹底的にマニュアル教育をいたします。これが前提としてないと、東京のお店と鹿児島のお店でサービスが違っていたのでは、我々が目指す一店舗一店舗のつながりとしてのチェーン展開というのが崩れていきますので、もちろん地域密着型ですけれども、サービスの原則というのは徹底的に教え込みます。
　だけれども、23歳、24歳では、社会の中でどう生きるべきかというのは、いかんせん会社の研修ではなかなか教えられないのです。しかしながら、障害をお持ちの方と一緒に働くことで、もしくは、先ほどもお話に出ておりましたジョブコーチの方とのかかわりであったり、ハローワークの方々からのご指導、機構、職業センターの方々からのいろいろなフォローを受けながら、社会の中で自分自身が、店長ではなく一社会人としての良識だとか常識みたいなものを、一人一人が少しずつですけれども日々学んでいくことができたのかなと。会社が教育するのではなくて、社会に店長を教育していただく。これが障害者雇用を推進する我々が結果論として得た、非常にビジネスに役立ったというところでございます。
　冒頭に申し上げましたけれども、経営のトップがやるんだという意識を持たない限り、店舗の経営トップは店長でございまして、それぞれ責任を与えられた人間が意思を持って障害をお持ちの方々の雇用を促進していくというところがない限り、我々もかつてそうでしたけれども、数をふやしていくとか、その質を上げていくというところにはなかなか結び付かないというふうに思っております。
　先日、この東京都障害者就労支援協議会の委員になってくださいということで、高橋様からメールをいただいて、柳井と話をしましたけれども、彼が言っていたのは、レジメの最後のほうに書いてありますけれども、企業の社会的義務であるということをいま一度皆さんにお話をすべきではないかと。我々が生かされているのはあくまで社会であって、彼はすぐこういう話をするのですけれども、社会から認められなければ、油断すればすぐに会社はつぶれる。我々は一日一日の商売の積み上げなので、社会の皆様から見捨てられたら、それで商売としては終わり。生き残るためには皆様に認められるような企業活動をしていかない限り、ある一定の企業規模までであればもしかしたら認められることも、企業規模が多くなればなるほど、その責任を果たす義務というのは大きくなっていく。
　我々の会社はもともとベンチャー企業だと今でも思っておりますけれども、社会の中で皆様のおかげで大きくしていただいた企業でございますので、その責任を痛切に感じながら、今時の言葉ですとＣＳＲという言葉、ＣＳＲ報告書というのを昨年からやっと出し始めたんですけれども、会社の決算報告が一方で成績表であるように、ＣＳＲ報告書も会社の成績表だと。それを見ていただいて、世の中の皆様にこの会社のことを理解していただけるような中身にしていかなければいけないだろうし、まだまだ私どものＣＳＲ活動というのは、他企業様、すばらしい先進的な企業様がたくさんございますけれども、そういう企業様に比べれば全然及ばないところではございますけれども、課題がある分、やりがいもあるというところで、これからもやっていくという話を柳井はしておりました。
　まさにノーマライゼーションということで、私もこの仕事に携わるようになってやっと知った言葉ではございますけれども、そういうことが一店舗一店舗からでも実現できるのではないかということで、これからもやっていきたいと思っております。
　障害者雇用の推進だけではなくて、最初のお話にありましたけれども、私どものできることということで、今、スペシャル・オリンピックス、知的障害、発達障害の皆様のスポーツ活動を支援するということで、こちらにも力を入れさせていただいております。私も会社の中での役割が総務の担当ということもございますけれども、社内で今、２万6,000人、従業員がおりますが、全員がユニクロ・ボランティアクラブというボランティア活動を始めておりまして、その委員長として全国で活動するときにはできるだけ参加させていただいています。その核となる取り組みの一つとして、スペシャル・オリンピックスへの、もちろん企業としての支援ということもありますが、我々は人的支援、人が支えるボランティア活動というもので、できるだけやっていこうというふうに思っております。
　この夏に都庁でスペシャル・オリンピックスのトーチラン、中国で先日、大会があったんですけれども、それに向けたトーチランがありまして、私も息子と一緒に参加させていただいて走りましたけれども、企業、それを支える家族、できればお客様も一体となって、今後も活動を続けていきたいというふうに思っております。
　簡単ですけれども、私どもの取り組みをご紹介させていただきました。
○今野座長　ありがとうございました。
　きょうの予定は３時半までですので、あと20分ほどですから、十分な時間は取れませんが、残った時間で議論をさせていただきたいと思います。
　せっかく植木さんからお話をいただきましたので、植木さんのお話を素材にさせていただいて、議論をしたいと思います。そこから先は何のシナリオもないので、勝手に発言をしていただきたいと思いますが、いかがでしょうか。植木さんに対するご質問でも結構です。
　それと、一つだけ、今回のテーマは企業での雇用促進ということですので、それをちょっと頭に入れていただいて、議論していきたいと思います。
○箕輪委員　参考になるお話をいろいろとありがとうございました。お話の中で、適材適所の重要さと、上に立つ人の意識改革が重要だと。私もそう思っていまして、企業の中で実施している、管理職対象の「障害のある人に対して偏見を持たないための研修」や意識改革のプログラムを、福祉や学校でお話をすると、「参考になる」とおっしゃっていただくことが多いのですが、ユニクロさんの店長の方にはどのような研修を実施しているのでしょうか？それにしても、すきっぷさんに見学に来られた小学生の「障害のある人は何を食べているのか？」という質問は衝撃的でした。障害のある人は自分たちと違うと思っている人がまだまだ多いと思うので、偏見を払拭できるような、東京都としてのプログラムを、ぜひつくりたいです。
○植木委員　先ほどのお話の中で、私は「結果論」という言葉を散々言ったと思うんですけれども、全スタッフの採用権は店長に持たせておりまして、教育もすべて店長に任せております。店長の教育をどうするかといいますと、今、私どもは、マクドナルドさんのハンバーガー大学ではないんですけれども、ユニクロ大学という社内の研修機関を持っておりまして、これがいわゆる商売のこと、サービスのこと、また、我々はカジュアル衣料で、ファッションを追っていきますので、センスのこと、もしくは雇用、人事管理のことについて、すべて各研修を設けて徹底的に教育をしていくということをやっております。
　しかしながら、障害のある方に対する配慮について、マニュアルは用意しているんですけれども、これを研修で改めて教えるということについては、今まではしておりません。今後はしていかなければいけないかもしれませんが、障害をお持ちの方、お一人お一人がもちろん個性をお持ちでございますので、現場で考えなければ解決できない話が非常に多くて、マニュアルどおりの教育をしてしまうとかえって現場感がなくなる。人が人を教育していくのであれば、そこに任せておこうと。これは教育全般にわたる考え方がそうなんですけれども、今はそういうふうにしております。
　今、数字で申し上げますと、全国に直営店が730店舗ありまして、630名の障害をお持ちの方にご勤務をいただいております。630名にご勤務いただくと、店長のすべてが未熟者から脱しているわけでは決してございません。まだまだ年間100人ぐらいの新しい店長が生まれていますので、店長になる前に障害をお持ちの方と一緒に仕事をしたことがあれば、そういう気持ちであるとか、先ほど申しました配慮というのができる人が多いんですけれども、新しく店長になったけれども、今までの店にたまたま障害をお持ちの方がいらっしゃらなかった場合には非常に困る場合があります。これは障害をお持ちの方も困りますし、店長のほうも困るということなので、ここについては個別に指導させていただく。どういう障害をお持ちなのか、もしくは、その前の店長がどういうふうに接していたのかを、しっかりと店長同士の引き継ぎと、客観的に我々の立場でわかることを一緒にしながら、新しく来られた店長に指導していくというふうなやり方をさせていただいております。
　40人、50人集めて、こういうやり方で、こういうロールプレイングでというようなことについては、今のところやっていないというのが実情です。
　障害をお持ちの方にしてみれば、店長が大体１年に１回かわるケースが非常に多うございますので、あの店長のときはこんなことをしてくれたんだけれども、新しい店長になったらそれがないので、もうお店に行きたくないというようなことが出てくるので、そこは、今、総務部の中に専属の担当を置きまして、さっき言ったようなケアをさせていただいているというのが実情でございます。
○箕輪委員　ユニクロさんは「１店舗１人採用」という経営方針があるので「雇用しない」という店長はいらっしゃらないと思いますが、全国的に雇用が進まない理由を調査したデータを見ますと、雇用実績がのある企業は「増員ができないから今は雇えない」「増員ができる状況であれば雇う」また「こういう仕事ができる人であれば、障害があろうとなかろうと雇う」と回答しているのに対して、雇用実績がない企業は「障害のある人に合う仕事がない」と、求職者にお会いする前から門戸を閉ざしている企業が多いのです。
当社で募集するときには、まず各事業部に「どのような仕事をしてほしいか」を調査します。そして職場の求人ニーズにそった詳細な内容の募集をしますので、そのニーズにピッタリの方にご応募いただくことができ、職場定着しているのだと思います。もし「ハローワークの指導が厳しいからとにかく手帳を持った人を雇う」という考えで採用をすすめてしまうと、雇用したものの、適材適所を実現できず、定着もしないのではないでしょうか。企業が採用活動をすすめるにあたっては、「とりあえず採用」をせず、障害のない社員の採用活動と同様にすすめる必要があるのだと思います。
○天野委員　それに関連して、先ほど障害者の市場価値というお話が出たと思うのですけれども、未熟な店長だけが悪いわけではなくて、障害者のほうが力量がなくて、その仕事がもしかしたらできないかもしれない。でも、今は雇用率、雇用率とどんどん言われているので入れざるを得ないみたいな会社がいろいろなところで多いのです。そうすると入ってからマッチングできないということで、誰にとっても不幸になるということを結構聞いているのです。
　そういう意味でユニクロさんはすごいなと思うのは、630名をそうやってどんどん雇ったときに、店長の教育とか、内部のそういったことだけで皆さんがマッチングしたのかということと、入ってから、障害者のほうの力量と仕事が合わなかったときに、例えば支援機関と連携して乗り越えたとか、ハローワークと連携して乗り越えたとか、そういうことがあると参考になると思うのです。
○植木委員　アンマッチというのは当然起こります。もちろんその前にジョブコーチの方にちゃんとついていただきまして、しっかりと仕事に慣れてから雇用を開始するというケースもありますし、実際、アンマッチというのは、通常のスタッフでも、雇用した後にマッチングしないというのは、実は当たり前のようにありまして、その率を比べると、明らかにどちらがアンマッチングが多いかと申しますと、通常使わない言葉ですけれども、健常者のほうが３倍ぐらい高いのです。
　逆に申し上げますと、障害をお持ちの方はすごく素直な方が多い。指導、教育したことに対して素直に聞いてくださって、それに取り組んでいただく方が非常に多いのです。私どもの商売は、靴下、Ｔシャツ１枚、お客様にお買い上げいただくものの積み重ねなので、実はすごく地味な仕事の積み重ねなのです。でもそれを何のためにやっているのかというのを理解するためには、その仕事を本当に突き詰めてやらないと、最終的にお客様にお買い上げいただいて、これだけの売上と利益を我々はいただいたんだというところまでたどり着くには時間がかかります。その時間の間にアンマッチングを起こして、もうこんな仕事は嫌だというのは、明らかに健常者の方のほうの割合が高いということです。
　もちろん障害をお持ちの方がアンマッチングの場合もあります。その場合にはいま一度コーチの方に来ていただいたり、どうしてもうまくいかない場合、もちろんご家族も含めて、店長はできるだけお話をしていくのですけれども、ハローワークの方にその対処方法をご相談させていただいて、客観的な目で現状を見ていただいて、ご示唆いただく。これは私どもも４年、５年やってわかった話なのですけれども、自分たちで全部解決しようと思うとすごく時間もかかりますし、お互いにストレスがたまっていくということも結構多くて、お互いの認識のずれがあれば、やはり早いうちにしっかりと客観的な目を持った方々のお話を入れながら修正していくということを、今も続けてやっています。
　修正できない場合ももちろんあります。ただ、できない場合のアンマッチングの割合というのは、先ほど申し上げました健常者の３分の１ぐらいです。最終的な離職率は、パーセンテージで申しますと１年間で７％ぐらいです。
○今野座長　そうすると、健常の人は３倍で21％ということですか。
○植木委員　20％強です。
○大塚委員　質問というよりは、この協議会のテーマに即しての発言になるのですけれども、私、今、植木委員の話を聞いて、学びが２つあったんです。１つはトップの強烈なコミットメントということと、それをどう現場が支えるかという、組織風土なのだろうと思うのですけれども、後者のほうは置いておいて、トップが障害者雇用を経営課題とどうとらまえるかというふうに考えると、今、お話を伺いながら浮かんだのは、たぶん福島委員のところで非常にご苦労されておられる部分かなと思うのは、日経新聞の１面広告に、例えばユニクロの柳井さんとかがばんと出られて、障害者雇用は会社にとって重要な経営課題であるとか、障害者雇用に取り組んで会社はこんなにすばらしくなったというようなことを、どこかが政府広報のような形でばんと出して、企業の社長さんたちが朝、お迎えの車の中で日経新聞を読んでいて、トップの人は日経は必ずごらんになりますので、おい、うちの雇用率はどうなっているんだと、ユニクロさんはこんなにやっているぞということで、うちもやるぞというふうなことが、その日にわっといくような、そういうことを思ったのです。
　トップにどう働きかけるか。トップがやれと言わなければいけないとすると、日経新聞の全面広告かなというふうに、半分真剣に思ったというか、トップまで情報が届いていないというのがあって、それは人事マターの話だろうとか、コンプライアンスの話だろうということだと、よくやっとけよという感じになってしまうような気がするのです。
○今野座長　その広告代は東京都が出すわけですか。
○大塚委員　安くないですから、半分冗談ですけれども。
○今野座長　植木さん、もしコメントがあれば。
○植木委員　半分冗談なのですが、実は冗談に聞こえないところがありまして、こういう話をそんなに毎日しているわけではなくて、何か機会があったときに話をするんですけれども、うちがやっていますということをおおっぴらに言ったことは、実は今まで一回もないんです。うちの手続きを担当している者、ハローワーク様といろいろお話をしている者が言われるのは、もっと言えばいいじゃないですかということをよく言われるんですけれども、柳井の一つのポリシーがありまして、要は我々が生かされている存在なのに、やっていますというのを企業として大々的に言うようなことはあり得ないだろうと。結果的にそれを評価してくださる方がいらっしゃるということで、評価してくださればうれしいけれども、評価してくれとは言いたくないと。実はそういう話もあることはあります。
○宮武委員　お世話になっている立場というのもあるのですが、改めて世田谷で店舗ができていく中でお願いしていくということで、地域の中にありますから、利用者の方も働く方も世田谷区の方で、たぶん家族の人も着る物を買うんだったらユニクロに行くと思うのです。そういう効果とか、私なんかは、同じスーパーに行くのなら障害者雇用に積極的に取り組んでいるところに行っていただきたいなと。応援キャンペーンを張りたいなというような感じもするのです。私どもの法人は全日本育成会という親の会ですので、会員数も家族数も相当あります。ですから、そういうキャンペーンが利益にもつながりますし、啓発というところでは非常に大きなものがあると思うのです。
　１つ伺いたいのは、ユニクロさんはバックヤードで働く場として、特に自閉症の方に向いているのです。１人でこつこつ、段ボールに入ってきたビニール袋からＴシャツを出したり、積み上げていく。自閉症でなくて、軽度の知的障害の方というのは、１人で作業をするのが不得意というか、誰かと一緒に話したりというのがあったりして、自閉症の方はわりに長く働かせていただいているのです。
　私は、施設の職員とか学校の先生は働くことに非常にハードルを高く考えているなと思うんです。何ができなくちゃ企業に就労できませんとか。すきっぷからユニクロさんにお願いしていて非常に印象に残ったのは、自閉的な傾向の方は非常にこだわりが強くて、３年ほど訓練が必要でした。その方がバックヤードで働きに行って、しばらくして訪問したときに、店長さんが、彼は袋むきが非常に得意なんですよと。ひょっとしたら店で一番早いかもしれないと言うのです。半年、１年ぐらいしていきますと、ひょっとしたら日本一かもしれないと。どういう基準があるのかわからないですけれども、彼はそれが得意で、ただ非常にこだわりが強くて、ちょっとパニックになると自傷行為が激しかったり、ほかの人に同じことをくどく聞くとか、そういうのは改善されないのです。ただ、店長さんが評価するのは、彼は袋むきはすごいと言うわけです。その他は相変わらずですよと。
　今まではその相変わらずを何とか改善しないと就職できないと思い込んで、我々、施設の職員とか、送り出す側が逆にハードルを高くしている。ですから、わざとじゃないですけれども、難しい人をユニクロさんにという戦略を私は取っているのです。知的障害というのをあまり深く知らないから、この人はこういう人だと。ちょっとこういう癖があるんだというような、そういう見方というのはすばらしいと思います。その辺、会社として受け入れの考え方とかあるのかなと。
　もう一点、今、靴チェーンとか、いろいろな店舗での雇用が進んでいるのですが、フリーターの方とか、大体若い人たちがスタッフですね。その感性が柔らかくて非常にいいのです。今時の日本の若者というのは非常にすばらしい、柔らかい感性を持っているのです。それで、全然偏見がないわけです。最初は驚いて、パニックを起こして、どうしていいかわからない。今は分離教育ですから、若い人たちは教育の場で出会ったことがないですから、初めて障害者と出会うんですね。それで最初は驚くけれども、その姿を通して出会いがあって、障害ということに向き合って、ひたむきな姿に理解が進んで、支援の輪が広がっていく。１店舗にたぶん５～６人の人が彼を見守ったり、サポートしてくれているのだと思うのですが、若い人たちのサポートといいますか、その辺についてはいかがでしょうか。
○植木委員　若い人が変わるということは、若い人も変わりますということだと思うのです。実は年齢には関係なくて、障害をお持ちの方と一緒に働いて、身の回りで一緒に活動するという経験がない方にとってみれば、どんなときにもすごく驚きとか、あるときは驚きのあまり少し距離を置く場合もあるでしょうけれども、徐々にその距離が縮まっていく中で、お互いに理解を深めていくというようなことではないかと思っています。
　若い人の感性は、もちろん私どものビジネスにも今、一番必要なことですが、一方で我々の中はビジネスの基本が、世界中のどんな人たちも、若い人もお年寄りも、男性も女性も、どんな国の人たちでも我々のつくった洋服を着ていただける、そんな企業を目指しているものですから、雇用についても、若い方から、今は70代の方まで含めて一緒に働いていただいて、その中の障害者雇用という位置付けで、スタッフ１人だけでは援助できない、周りのみんなが協力することで、その方の弱い部分を少し補ってあげるというようなことが、店舗であればすごく素直にできているのかなということだと思います。
　あと、もう一つは、強みみたいなところだったかなと思いますけれども、いわゆる店舗のほう、受け入れ側として、やっていただく仕事はその人その人で違います。知的障害でも軽度の方と重度の方では最初にできることは随分違うので、さっきおっしゃっていただいたように、まずは商品の袋むき、整頓から始めて、もちろん清掃もご担当いただいております。
　我々の中で清掃というのは、実は店舗で一番大事にしている作業なのです。清掃というのは、お客様にまずきれいな売り場を提供することと、もう一つは、これは口が酸っぱくなるほど言っていますけれども、ものに感謝しようという話をしています。商品もそうですし、お客様もそうですし、店舗や設備にもとにかく感謝することが我々にとって一番サービスにつながるので、その一つとして清掃というのはすごく力を入れております。普通、掃除をしなさいと言ったら、新米がいつも担当するとか、若い人が担当するということですけれども、そうではなくて、位置付けとしては非常に高いレベルに清掃の位置づけを置いておりまして、そこもしっかりとご担当いただく。
　そういうところにどんどん強みを発揮していただく中で、一つずつできることをふやしていただいて、バックルーム作業、清掃から、人によっては、ズボンのすその、補正と言いますけれども、これを縫わせたらものすごく上手な方もいらっしゃいますし、レジを打たせたら、数字についてはものすごく正確な方もいらっしゃいますし、適性があれば少しずつそういうところにキャリアを広げていっていただくようなことにしております。
○今野座長　まだご議論があると思うのですが、実はもう一つお願いする議題があるということを忘れておりまして、きょうの議論はこの辺で終わりにさせていただいて、次に移らせていただきます。次回以降、また活発な議論をしていただきたいと思っております。
　先ほど事務局からちょっと話がありましたが、起草委員会をつくることになっておりまして、毎回ここの協議会に上がった議題を整理していただいて、最終的にはこの協議会で作成する提言を取りまとめていただく。そういう委員会が起草委員会で、それを設けることになっておりますが、問題は誰にやっていただくかということで、私のほうから指名するということになっておりますので、朝日委員、箕輪委員、山鼻委員にお願いしたいと思います。あと、事務局会議からは廣瀬課長、尾田課長、児島副参事、高橋副参事にお願いしたいと思っておりますが、よろしゅうございますでしょうか。
（「異議なし」の声あり）
○今野座長　それでは、そういうふうにさせていただきたいと思います。
　それでは、事務局から何か連絡事項がありますか。
○松浦部長　連絡事項の前に、ご紹介できなかった幹事につきまして紹介させていただきます。
　産業労働局の松本雇用就業部長でございます。
○松本幹事　松本でございます。どうぞよろしくお願いいたします。
○松浦部長　それから、教育長の荒屋特別支援教育推進担当部長でございます。
○荒屋幹事　荒屋です。どうぞよろしくお願いいたします。
○高橋副参事　それでは、事務局のほうから連絡をさせていただきます。
　本協議会のスケジュールでございますが、ほぼ３カ月に１回の開催を目途としてございますので、次回は来年１月に開催を予定したいと思います。後日、日程調整表をメール等で送らせていただきたいと思いますので、ご協力をよろしくお願いいたします。
　また、本日の議論につきまして事務局でまとめますけれども、その際にはまた委員の方にはご協力いただくこともあろうかと思います。どうぞよろしくお願いいたします。
　以上です。
○天野委員　後半のスケジュールが書いてありますけれども、次回は企業での雇用促進ということですが、どういう流れの中でこういうテーマで持っていくのかというのをちょっと説明していただけますか。
　例えばきょうのユニクロさんのお話はとてもおもしろかったというか、うちもありがたいなと思っていたのですけれども、ユニクロさんはとても大きな企業だし、とてもうまくいっているという、成功の話ですね。だけど実際に今、問題になっているのは、中小企業がこれから非常に厳しい状況になって、雇用率が進んでいかないとか、いろいろな話の中で、もう一方では、障害者の能力の低さ、福祉の側から出てこない、そういった問題について、例えば共同作業所がこれから自立支援の中でどこまで行くのかみたいなことも含めて、同時に議論していかなければいけない話だと思うのですけれども、とりあえずどういうストーリーを描いていらっしゃるのかということで、これからちょっと組み立てを考えていかないと、散発的になってしまうのかなと。そういうときに私が最初に言った精神障害者の問題はどういうふうに続けられるのかということをお聞かせいただければ、そういうことで考えていきたいと思うのです。
○高橋副参事　今後の流れでございますけれども、今回、委員の皆様から課題認識を出していただいたということもございますので、それらを事務局のほうでまとめさせていただきまして、今ご指摘のあった部分を含めて今後どうしていくか。企業での雇用促進、また、就労支援をする側の課題につきまして、順序立てて議論していくような形で展開していきたいと思っております。
　また、精神につきましても、きちんと課題として取り上げていきたいと思っておりますので、よろしくお願いいたします。
○今野座長　いずれにしても、一度、事務局か起草委員会で論点整理をしてもらわないと、ここは非常に散漫になってしまいますので、ですから一度、論点整理をしていただいて、それを出していただくということが必要だと思います。
○天野委員　この考え方というのはすごくアウトラインですよね。その背景とか、もう少し今のことを含めた話の中で、東京都はどういう検討をしていきたいのかみたいなことを前もって送っていただいたり、少し論点整理をしたものをいただけれるとよろしいかなと思いますけれども。
○今野座長　ただ、私からの希望は、ここでの議論を制約するので、あまり詳細な論点整理は書かないで、どういう点を議論しなければいけないかということで論点整理をしていただきたいと思います。
　それでは、10分オーバーしてしまいましたが、大学の教師からしたら10分ぐらいオンタイムかなという感覚でございます。司会者はこういう時間感覚ですので、次回以降もその程度遅れるかもしれないということでご予定いただいて、ご出席いただければというふうに思います。
　それでは、きょうはこれで終わりにしたいと思います。
　ありがとうございました。
午後３時40分閉会
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